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大 切な家 族 のために、
       ゆ とりある未 来 のために。

石田　雅敏

　　　

　企業が 401 k を導入する場合、「規約」
の作成など事務コストがかかるほか、自
社の年金制度設計、従業員への投資教
育を行わなければならず、401k への移
行を躊躇する経営者は少なくない。
　こうしたなか、株式会社ファン・ジャ
パン（東京・中央区、代表取締役＝久
保國泰公認会計士）は、中小企業の
401k 導入をサポートする新しいビジネ
スモデルである「退職準備給付制度」
をスタートさせた。同制度は、大手金融
機関がサービスの提供を行っていない
50 人未満の中小企業を対象としたもの。
富国生命保険相互会社、あいおい損害
保険株式会社などと協力して、公的年
金補完のための “ 国の支援 ” の実現、さ
らに中小企業の退職金制度であった “ 退
職給与引当金 ” の代替サービスの提供
を目的としている。
　そもそも中小企業に 401 k が普及し
ない理由として、いくつかのネックが指
摘されていた。同制度ではこれらの障害
を解消することで、中小企業でもスムー
ズに 401k を導入できるように工夫され
ている。
　まず、複雑な事務作業をシステム化
することで、「規約」の作成など事務コ
ストの負担を解消。そして、401k の「総
合型」を利用する場合、「代表企業」が
毎月の拠出金や合計金額を管理する必
要があるが、この面倒な作業についても
システム化した。
　401k の掛け金については、従業員が
毎月の貯蓄の一部を転嫁することで拠出
する。これによって給与が減額されると

同時に、社会保険料と税金が一部軽減
されるため、事業主の負担もそれだけ
軽くなる。経営者ひとりの零細企業でも
同制度が利用できるほか、利用するかど
うかは従業員の選択に委ねられる点も大
きな特徴といえる。
　ただ、どんなに効果的なシステムが開
発されても、経営者の “ サポーター役 ”
がいなければ、実際の導入にはなかな
か繋がらない。そこで、同制度の導入手
続きやシステムの運営管理といったすべ
ての事務作業は「アドバイザー」が引き
受けている。同社では、アドバイザーと
して税理士や社会保険労務士が適任と
見ている。
　アドバイザーになると、ファン・ジャ
パンが徴収する業務代行サービスのう
ち、一部をアドバイザーサービス料とし
て受取ることになる。「中小企業１社当た
り、平均して月額２～３万円程度の手数
料収入が得られる」（同社）という。税
理士としては、コンサルタント業務の新
しいメニューとして追加できるほか、中
小企業の退職金問題をサポートしなが
ら、定期的なフィーも期待できるわけだ。
　アドバイザーとなるには、確定拠出年
金法ならびに退職準備給付制度などに
関する知識のほか、日常業務に必要なイ
ンターネットによるシステム運営・管理
に関するノウハウの習得が必要だ。その
ため、ファン・ジャパンでは常設会場で
の研修を行うほか、出張研修制度なども
設けている。そうはいっても、「従業員
への投資教育なんて対応できない ･･･」
と考える税理士も多い。そこで、同制度

に関する事業主や社員への説明、さらに
投資教育や運用アドバイスなどが苦手と
いう税理士のために、経験豊富なファイ
ナンシャル・アドバイザーや DC アドバ
イザーをパートナーとして組織化。アド
バイザーの要請に応じて、投資教育など
を代行する制度も設けている。
　現在、アドバイザーには約 120 人が登
録している。同社では、こうしたアドバイ
ザーをサポートする組織として「DC サ
ポートセンター」を委嘱する方針で、現

在そうした組織は全国的に 7 グループが
活動開始している。こうした組織が税理
士などに向けてアドバイザーの参加を積
極的に呼びかけていく方針だ。
　中小企業の退職金問題が深刻化する
理由として、「身近に専門家がいない」と
言われている。それだけに、中小企業の
参謀役である税理士が立ち上がり、退職
金問題を積極的にサポートする必要はあ
りそうだ。

ファン・ジャパン

税理士、 コンサル提供で
収益アップ

確定拠出年金の新サービスを提供

　税制適格退職年金（適格年金）の廃止まで残り４年。その移行先として脚光を浴びているのが、
確定拠出年金（日本版401k）だ。ここ数年、適格年金から401kに移行する企業も増えてきたが、
その一方で、「仕組みがよく分からない」「投資教育ができない」などの理由から、移行に二の
足を踏んでしまう経営者も依然として多い。こうしたなか、税理士が401kのアドバイザーとなり、
顧問先企業の退職金問題をサポートする新しいビジネスモデルが注目を集めている。

　ビジネスの分野に特化したセミナーの情報
サイトはいつくもあるが、どれもマーケティ
ングや営業手法、社員の研修などのセミナー
に偏っている。とくに税理士などの専門家を
対象にセミナー情報を紹介しているサイトは
ほとんど無いため、業界内では、そのような
サイトを立ち上げて欲しいという声は、以前
から強かった。
　この４月からスタートした専門家向けセミ
ナーポータルサイト『ベストセミナー』（http://
www. bestseminar.net）は、そうしたニーズ
にマッチしたサイトといえるのではないか。
　同サイトは、相続・事業承継、不動産、税
務全般、金融関連などのカテゴリ別にセミ
ナー情報を紹介している専門家向けのセミ
ナーポータルサイト。運営を担当するのは、
その業界に精通している日本相続新聞社。
　このサイトでいう専門家向けとは、税理士・
会計士などの士業や不動産、保険、金融の

プロフェッショナルの人たちを指している。ま
た、ＦＰなどの資格を取得するスクールや各
種養成講座の情報も掲載しており、専門家を
意識したサイトであることが窺える。どのセ
ミナーも各分野において実務経験豊富なプロ
が、講師を務めているため質も高い。
　最新のセミナー情報を配信するメールマガ
ジン「ベストセミナー通信」も定期的に発行
しているので登録して活用したい。

税理士業界の情報源 

専門家向けセミナーポータルサイト
『ベストセミナー』
www.bestseminar.net
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